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研究成果の概要（和文）：ドイツと日本の福祉国家の発展について、政治学に基づいて研究

を進めた。コール政権の福祉政治、ドイツ労使関係の動態、ドイツ福祉国家の主たる担い

手であるキリスト教民主同盟の発展と変容、日本における団体と福祉国家の関係について

論文を執筆し、学会報告を行った。日本とドイツの比較までには至らなかったものの、そ

れぞれの福祉国家の発展と福祉政治について研究成果をあげた。 

 
研究成果の概要（英文）：I researched welfare state developments in Japan and Germany. In 

2011-2013, I published articles about welfare politics at Kohl era, development and 

transformation of CDU and welfare state and Organization in Japan. 
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１．研究開始当初の背景 

 福祉国家論では、多国間比較や一国研究が
主流であり、二国間比較研究はあまり見られ
ない。日本型福祉国家論も、日本が単独で論
じられるか、ラージＮの中の一国として論じ
られるかのどちらかであった。二国間比較の
質的研究は、対象国を慎重に選ぶなら、その
意義は大きい。ドイツは、日本と近しい制度
体系を有しており、保守政党が強いという共
通した特徴もあった。だが、現在の両国の福
祉国家のあり方は、大きく異なっている。本

研究では、ドイツと日本の福祉国家のあり方
が、どのように異なり、その分岐を決定づけ
た要因は何かを探る。このような研究は、こ
れまでなかった。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、ドイツと日本の福祉国家
の発展をわけた要因を探ることにあった。そ
の際、従来の福祉国家の理論でいわれるよう
な要因に着目して研究を進めた。すなわち、
労働組合や左派政党の影響力、政権の党派性、
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制度的膠着性、支配的言説の設定である。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、質的な比較分析を行った。福
祉国家論で蓄積されてきた理論を用いて、両
国の福祉国家史を比較検討した。質的な研究
を行うことから、事実関係を明らかにするた
めの資料が不可欠である。資料収集とその読
み込み、その後、分析という手順をとった。
そのため、ドイツについては現地での資料収
集が不可欠となった。 
 
４．研究成果 
 ドイツと日本、それぞれについて、論文を
執筆し、研究報告を行った。以下では、それ
ぞれの論文の内容について簡潔に記してお
きたい。まず、「ヘルムート・コールの政治
指導―コール政権前半期（1982 年から 1990
年）における福祉政策とその政治―（1）」
および「ヘルムート・コールの政治指導―コ
ール政権前半期（1982 年から 1990 年）にお
ける福祉政策とその政治―（2）」では、コ
ール政権下の福祉政治のあり方を研究した。
そこでは、コール政権がドイツ福祉国家に対
してどのような影響を与えたのかがまずも
っての論点であった。医療保険、年金、失業
保険、労働市場政策などの様々な政策につい
て分析をすすめた。コール政権は 1982 年か
ら 1998 年までの 16 年間続いたのだが、その
前半期にあたる 1982～1990 年までの政策を
扱った。コールは、当初はドイツ福祉国家の
保守主義的転換を目指していた。それは、社
会保険原則の徹底という目的に端的にあら
われている。つまり、拠出にみあった給付、
低所得者に対する手厚い保障の削減、職域ご
とに加入するという原則を徹底しようと企
図していた。これは、日本で一般的にいわれ
ているようなコール像、つまり彼が経済的自
由主義を目指したという理解とは異なって
いる。コールの福祉国家の保守主義的転換は、
政権発足当初は様々な施策でもって実行に
移された。だが、その後、トーンダウンして
いく。その要因としては、ドイツ最大の労働
組合であるドイツ労働総同盟が戦後最大規
模のストでもってコール政権の政策を批判
したこと、首相ポストを狙うガイスラーがコ
ールの政策を自由主義的にすぎると主張し
て党内外で幅広い支持を集めていたこと、社
会委員会派という社会政策を重視する党内
派閥がコール攻撃を強めていたこと、そうし
た批判があってもコール自身に国民的支持
を集めて改革を断行するような資質が備わ
っていなかったことが挙げられる。その結果
として、コールの改革は 1980 年代半ばをす
ぎると後退していく。代わって登場したのが、
福祉拡充と福祉国家現代化を目的とした政
策である。こうして、ドイツの福祉国家は

1980 年代には大きく変化することなく終わ
ったのである。次に、「ドイツ福祉国家の漸
進的変化―戦後ドイツの年金制度の発展と
変容」について述べておきたい。この論文で
は、ドイツ福祉国家の変化を、年金制度に焦
点を当てながら分析した。その際、制度変化
の類型論を利用しながら分析した。セーレン
らとハッカーの制度変化の類型論は、広く日
本でも認知されてきているが、これを実際の
分析に利用した例は少ない。本論文では、と
りわけ制度的重層化や制度的漂流などに注
目した。分析した結果、ドイツの年金制度は
多様な制度変化を辿りながら、現在のかたち
に至っていることがわかった。とりわけ、福
祉縮減期における制度漂流と、労働市場政策
による制度重層化が大きく影響を及ぼして
いる。抜本的な改革が難しい中で、合意可能
な漸進的制度改革を積み重ねてきたものの、
それだけでは年金制度の制度漂流につなが
りかねない状況が示される。次に、城下賢一
氏との共著論文である「日本型福祉国家と農
業団体—共済制度の経路依存性効果と分立型
年金への道」の内容について簡潔に述べたい。
日本の福祉国家が分立的な社会保険制度を
基礎としてきた。なぜそのような形態をとっ
たのか、それはどのように成立したのか、そ
してどのようにロックインされていったの
か。こうした問いについて、岸政権下での年
金政策を中心に検討した。そこでは、とりわ
け利益団体の影響力が検討される。つまり、
農協の影響力が検討される。では、研究の内
容について簡潔に述べておこう。まず、1970
年代まで、農協共済事業は急速に拡大しつつ
あり、契約者数は伸び、収益は増大していた
ことが示される。当然ながら、農協はこの事
業を阻む政策に対して強い反感を抱くよう
になる。たとえば、公的年金の拡大である。
農協の共済事業の拡大のために利用できる
資金が、公的年金に流れていくことについて、
農協は強く反発するのである。こうして、国
民皆年金構想は失敗に終わり、部分的な年金
制度しか成立しないことになり、分立的なか
たちも維持されるのである。以上が本科研の
論文の成果である。これ以外に、２冊の共著
を執筆している。これらについても簡単に内
容を説明しておきたい。まず、宮本太郎編『働
く―雇用と社会保障の政治学』に寄稿した
「統一ドイツの雇用と社会保障―ドイツ政
治経済論の諸潮流をてがかりに―」について
説明しておこう。本論文では、戦後ドイツの
福祉政策がどのように捉えられてきたのか
について、様々なドイツ研究者の議論を参照
しながら解説した。ドイツでは、様々な制度
やアクターが絡み合い、それぞれが合意でき
るような中道の政治が実施されてきたこと
が明らかになった。つまり、社会民主主義で
も保守主義でもなく、そのどちらも納得でき



るような政策ということである。そのため、
福祉国家も中間的な性格を持つことになる。
たとえば、社会支出の対 GDP 比率は北欧ほど
は高くないが、アングロサクソン諸国ほどに
は低くもない。最後に、新川敏光編『福祉レ
ジームの収斂と分岐』に所収されている「統
一ドイツの福祉レジーム」について述べたい。
本論文では、ドイツの福祉国家がどのような
特徴を持ち、どのような政治的要因によって
そのようなかたちになってきたのかが検討
された。ドイツでは、キリスト教民主同盟と
社会民主党という二大政党があるが、これら
の社会国家政党が協力して、福祉国家の建設
にあたってきたことを明らかにした。両者の
協力がベースとなっていたために、ドイツ福
祉国家は両者の意向をともに反映したよう
な構造になっていた。近年では、ハルツ改革
に代表されるような福祉縮減改革が相次ぎ、
その結果、ドイツ福祉国家の自由主義化とい
う傾向が見られた。ただ、メルケル政権は育
児支援政策にも力を入れており、両親手当に
見られるような拡充政策が採用されて絵い
る。そのため、単なる自由主義化だけではな
く、スウェーデン化といえるような変化の方
向性も見いだせる。これがこの論文の結論で
ある。そのほか、学会報告を二度行った。ド
イツ現代史学会での報告では、ドイツ福祉国
家とその政治の特徴について発表した。これ
は、基本的には、新川敏光編『福祉レジーム
の収斂と分岐』に所収されている「統一ドイ
ツの福祉レジーム」をベースとしている。日
本政治学会での報告では、ドイツキリスト教
民主同盟がドイツ再統一以後、どのように変
化したのかについて発表した。キリスト教民
主同盟の路線については、先に述べたような
育児政策の拡充と社会化、そして女性の労働
市場への参加を促すような政策が重視され
る傾向にあることを明らかにした。また、党
の運営については、コールが失脚して以来、
多極的なリーダーシップによる党運営が見
られたものの、近年ではメルケルの首相政党
化ともいうべき現象が見て取れることを明
らかにした。そして、党と社会の関係につい
ては、従来の支持層から離れていくという趨
勢を明示した。つまり、これまでのキリスト
教民主同盟の支持者である、男性、高齢者、
カトリック、自営業と官僚という属性ではな
く、若く、教育程度が高く、女性という属性
を持った支持者を集めていることを明らか
にした。以上が本研究の成果である。ドイツ
と日本についてそれぞれ研究成果をあげて
きた。しかし、日本とドイツを明示的に比較
するまでには至らなかった。 
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